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平成 31 年度事業計画 

 

１．事業方針 

 

 わが国の経済は、世界経済の拡大を背景とした輸出の回復や、良好な雇用環

境を受けた個人消費の増加によって、景気回復が続いている。ただし、世界経

済の拡大ペース鈍化等により、回復ペースは緩やかなものにとどまるとみられ

ている。2019年度は、海外経済の減速やオリンピック関連需要の一巡が景気を

下押しするとみられている。 

 

社会保障制度においては、日本は現在、高齢者の急増に直面しており、2025

年からは生産年齢人口の急減という局面を迎えることになる。一方で、女性や高

齢者の就業率が上昇しており、柔軟で多様な働き方が求められている。 

こうした経済・社会及び個人のライフスタイルの変化を受け止め、「人生 100

年時代」を見据えて一億総活躍社会を実現するために、「働き方改革・人づくり

改革・生産性革命」や「質が高く効率的な保健・医療・介護の提供」「全ての人

が安心して暮らせる社会に向けた福祉等の推進」を目指し、取り組んでいくこと

としている。 

 

県内の農業情勢においては、東日本大震災・原発事故の影響で長期化している

風評払拭に向けて、昨年から、県とともに第三者認証 GAP取得を重点事項とし

て取り組み、福島県は北海道に次ぐ全国 2位の取得数となった。GAPを通じて

食の安全を保証し、2020年の東京オリンピック・パラリンピックへの福島県産

農畜産物提供を通じて、風評払拭とブランド再構築を目指している。また、昨年

開催した第 40 回 JA福島大会の決議である「組合員の積極的な参加による福島

県農業と地域を守る未来の JAづくり」の着実な実践に向けて努めていくとして

いる。 

 

このような中、当会は昨年に引き続き保険業法に基づき各種保険給付を行う

とともに、会員への更なるサービスの向上に努めるものとする。 

 また、共助会会員の福祉増進を図るため、ＰＥＴ検診助成給付金を継続実施し、

更なる利用促進を図るものとする。 

 

２．重点推進事項 

（１）認可特定保険業の安定的な運営 

（２）公益事業の継続実施 

（３）健康管理活動助成の継続実施 

（４）資金の効率的運用と資金運用計画の策定 

（５）コンプライアンスと内部統制の確立 

（６）PET検診助成給付金の継続実施 

（７）OA環境整備の実施（サイバーセキュリティ対策等） 

（８）共助会・退職互助の未加入者（未加入団体）への加入推進 
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平成31年度正味財産増減予算書

平成 31年4月1日から平成 32年3月31日まで （単位 ： 円）

科　　　　目 備　考

Ⅰ　一般正味財産増減の部       

 １．経常増減の部       

  (1) 経常収益       

　　① 基本財産運用益 [  1,000 ] [  1,000 ] [  0 ] 基本財産10,000,000円

　　② 特定資産運用益 [  18,400,000 ] [  19,300,000 ] [ ▲ 900,000 ] 定期預金1,235,965,000円・有価証券2,710,000,000円

　　③ 保険料収益 [  450,100,000 ] [  447,800,000 ] [  2,300,000 ] 現職会員の保険料・預り金からの振替額

　　④ 雑収益 [  26,000 ] [  26,000 ] [  0 ]

　　　　　　受取利息   1,000  1,000   0 預金利息

　　　　　　雑収益   25,000  25,000   0

　　⑤ 戻入額 (  1,542,450,000 ) (  1,584,200,000 ) ( ▲ 41,750,000 )

　　　        引当金戻入額 [  0 ] [  0 ] [  0 ]

　　           支払備金戻入額 [  79,230,000 ] [  72,260,000 ] [  6,970,000 ] （注1）

　　           責任準備金戻入額 [  1,463,220,000 ] [  1,511,940,000 ] [ ▲ 48,720,000 ] （注2）

        経常収益計   2,010,977,000    2,051,327,000   ▲ 40,350,000  

  (2) 経常費用       

　　① 事業費 [  2,002,390,000 ] [  2,042,570,000 ] [ ▲ 40,180,000 ]

　　　　　給付金 (  355,800,000 ) (  355,800,000 ) (  0 )

　　　　　　医療給付金   345,200,000  345,200,000   0 共助会・退職互助契約者会員への医療費

　　　　　　脱退給付金  2,000,000  2,000,000   0 旧共助会制度脱退時の給付金

　　　　　　解約返戻金   500,000  500,000   0 退職互助医療保険解約時の解約返戻金

　　　　　　結婚給付金   2,500,000  2,500,000   0 ＠20,000×125名

　　　　　　出産給付金   4,200,000  4,200,000   0 ＠20,000×210名

　　　　　　療養給付金   300,000  300,000   0 ＠10,000×30名

　　　　　　死亡給付金   500,000  500,000   0 共助会契約者会員等死亡時の給付金

　　　　　　香典  600,000  600,000  0 退職互助契約者会員等死亡時の給付金

　　　　　保健活動費 (  46,500,000 ) (  46,500,000 ) (  0 )

　　　　　　健康管理活動助成   40,500,000  40,500,000   0 検診料の助成（一般検診・人間ドック）・職員連盟助成金

　　　　　　PET検診助成給付金   6,000,000  6,000,000   0 ＠30,000×200名

　　　　　公益事業費 (  3,600,000 ) (  3,600,000 ) (  0 )

　　　　　　支払助成金   3,600,000  3,600,000   0 医師・看護師養成事業への助成

　　　　　事業管理費 (  54,040,000 ) (  52,470,000 ) (  1,570,000 )

　　　　　　役員報酬   1,400,000  1,400,000   0 理事・監事・評議員報酬

　　　　　　給与手当   22,900,000  22,000,000   900,000 職員給料・諸手当

　　　　　　退職給付費用   2,060,000  1,910,000   150,000 退職給付引当金繰入額

　　　　　　福利厚生費   4,360,000  4,360,000   0 健康保険、厚生年金他

　　　　　　会議費   1,200,000  1,200,000   0 理事会・評議員会他

　　　　　　旅費交通費   1,060,000  1,060,000   0 役職員旅費

　　　　　　通信運搬費   3,320,000  3,320,000   0 為替手数料・給付金振込手数料他

　　　　　　減価償却費  4,150,000  4,310,000 ▲ 160,000 業務システム減価償却費

　　　　　　消耗什器備品費   2,890,000  2,730,000   160,000 コピー機利用料・機関誌・チラシ等印刷代他

　　　　　　賃借料   3,420,000  3,420,000   0 事務所賃借料他

　　　　　　保険料   310,000  310,000   0 個人情報保険他

　　　　　　委託費   6,110,000  5,590,000   520,000 保険計理人報酬・電算利用料・サイバーセキュリティ対策他

　　　　　　雑費   860,000  860,000   0 新聞・雑誌等

　　　　　繰入額 (  1,542,450,000 ) (  1,584,200,000 ) ( ▲ 41,750,000 )

　　　　　　引当金繰入額  0  0  0

　　　　　　支払備金繰入額  79,230,000  72,260,000  6,970,000 （注1）

　　　　　　責任準備金繰入額  1,463,220,000  1,511,940,000 ▲ 48,720,000 （注2）

当年度 前年度 増　減

 ２



（単位 ： 円）

科　　　　目 備　考

　　② 管理費 [  7,890,000 ] [  7,570,000 ] [  320,000 ] 法人運営や共通経費として総額の一定割合を計上

　　　　　　役員報酬  220,000  220,000  0

　　　　　　給与手当  3,500,000  3,300,000  200,000

　　　　　　退職給付費用  290,000  290,000  0

　　　　　　福利厚生費  640,000  640,000  0

　　　　　　会議費  160,000  160,000  0

　　　　　　旅費交通費  190,000  190,000  0

　　　　　　通信運搬費  340,000  340,000  0

　　　　　　減価償却費  650,000  650,000  0

　　　　　　消耗什器備品費  310,000  270,000  40,000

　　　　　　賃借料  520,000  520,000  0

　　　　　　保険料  40,000  40,000  0

　　　　　　委託費  910,000  830,000  80,000

　　　　　　雑費  120,000  120,000  0

        経常費用計   2,010,280,000    2,050,140,000   ▲ 39,860,000  

        当期経常増減額   697,000    1,187,000   ▲ 490,000  

 ２．経常外増減の部       

  (1) 経常外収益       

        経常外収益計   0    0    0  

　(2) 経常外費用       

        経常外費用計   0    0    0  

        当期経常外増減額   0    0    0  

　　　他会計振替額   0    0    0  

　　　　当期一般正味財産増減額   697,000    1,187,000   ▲ 490,000  

　　　　一般正味財産期首残高  804,305,989    763,305,822    41,000,167  

　　　　一般正味財産期末残高   805,002,989    764,492,822    40,510,167  

Ⅱ　指定正味財産増減の部       

　　　　当期指定正味財産増減額   0    0    0  

　　　　指定正味財産期首残高   0    0    0  

　　　　指定正味財産期末残高   0    0    0  

Ⅲ　正味財産期末残高   805,002,989    764,492,822    40,510,167  

前年度 増　減当年度

（注1）支払備金戻入・繰入：前年度末における契約者会員の既発生未報告支払保険金の額。

（注2）責任準備金等戻入・繰入：前年度末における契約者会員の保険料積立金と異常危険準備金の額。

 ３



平成31年度正味財産増減予算書内訳表

平成 31年4月1日から平成 32年3月31日まで
（単位　：　円）

その他会計

共助会 退職互助 小計

Ⅰ　一般正味財産増減の部

　１．経常増減の部

　（１）経常収益

　　① 基本財産運用益 ( 1,000 ) ( 1,000 )

　　② 特定資産運用益 ( 100,000 ) ( 6,400,000 ) ( 6,500,000 ) ( 11,900,000 ) ( 18,400,000 )

　　③ 保険料収益 ( 311,000,000 ) ( 139,100,000 ) 450,100,000 ) 450,100,000 )

　　④ 雑収益 ( 400 ) ( 25,300 ) ( 25,700 ) ( 300 ) ( 26,000 )

　　     　　受取利息 400 300 700 300 1,000

　　     　　雑収益 25,000 25,000 25,000

　　⑤ 戻入額 ( 126,710,000 ) ( 1,415,740,000 ) ( 1,542,450,000 ) ( 1,542,450,000 )

　　　        引当金戻入額

　　           支払備金戻入額 49,630,000 29,600,000 79,230,000 79,230,000

　　           責任準備金戻入額 77,080,000 1,386,140,000 1,463,220,000 1,463,220,000

  　　　経常収益計 437,810,400 1,561,265,300 1,999,075,700 11,901,300 2,010,977,000

　（２）経常費用

　　① 事業費

　　     　給付金 ( 243,800,000 ) ( 111,400,000 ) ( 355,200,000 ) ( 600,000 ) ( 355,800,000 )

　　     　　医療給付金 234,300,000 110,900,000 345,200,000 345,200,000

　　     　　脱退給付金 2,000,000 2,000,000 2,000,000

　　     　　解約返戻金 500,000 500,000 500,000

　　     　　結婚給付金 2,500,000 2,500,000 2,500,000

　　     　　出産給付金 4,200,000 4,200,000 4,200,000

　　     　　療養給付金 300,000 300,000 300,000

　　     　　死亡給付金 500,000 500,000 500,000

　　     　　香典 600,000 600,000

　　     　保健活動費 ( 46,500,000 ) ( 46,500,000 ) ( 46,500,000 )

　　     　　健康管理活動助成 40,500,000 40,500,000 40,500,000

　　     　　PET検診助成給付金 6,000,000 6,000,000 6,000,000

　　     　公益事業費 ( 3,600,000 ) 3,600,000

　　     　　支払助成金 3,600,000 3,600,000

　　     　事業管理費 ( 4,850,000 ) ( 19,160,000 ) ( 30,030,000 ) ( 49,190,000 ) ( 54,040,000 )

　　     　　役員報酬 130,000 510,000 760,000 1,270,000 1,400,000

　　     　　給与手当 2,100,000 8,400,000 12,400,000 20,800,000 22,900,000

　　　　　  退職給付費用 190,000 760,000 1,110,000 1,870,000 2,060,000

　　     　　福利厚生費 400,000 1,600,000 2,360,000 3,960,000 4,360,000

　　     　　会議費 100,000 440,000 660,000 1,100,000 1,200,000

　　     　　旅費交通費 100,000 380,000 580,000 960,000 1,060,000

　　     　　通信運搬費 220,000 850,000 2,250,000 3,100,000 3,320,000

　　     　　減価償却費 380,000 1,510,000 2,260,000 3,770,000 4,150,000

　　     　　消耗什器備品費 230,000 780,000 1,880,000 2,660,000 2,890,000

　　     　　賃借料 320,000 1,260,000 1,840,000 3,100,000 3,420,000

　　     　　保険料 30,000 110,000 170,000 280,000 310,000

　　     　　委託費 570,000 2,240,000 3,300,000 5,540,000 6,110,000

　　     　　雑費 80,000 320,000 460,000 780,000 860,000

　　　　　繰入額 ( 126,710,000 ) ( 1,415,740,000 ) ( 1,542,450,000 ) ( 1,542,450,000 )

　　     　　引当金繰入額 0 0

　　     　　支払備金繰入額 49,630,000 29,600,000 79,230,000 79,230,000

　　     　　責任準備金繰入額 77,080,000 1,386,140,000 1,463,220,000 1,463,220,000

科　　　目 法人会計 合　　　計

実施事業等

会　　　計

 ４



（単位　：　円）

その他会計

共助会 退職互助 小計

　　② 管理費 ( 7,890,000 ) ( 7,890,000 )

　　　　　役員報酬 220,000 220,000

　　     　給与手当 3,500,000 3,500,000

　　　　　退職給付費用 290,000 290,000

　　     　福利厚生費 640,000 640,000

　　     　会議費 160,000 160,000

　　     　旅費交通費 190,000 190,000

　　     　通信運搬費 340,000 340,000

　　     　減価償却費 650,000 650,000

　　     　消耗什器備品費 310,000 310,000

　　     　賃借料 520,000 520,000

　　     　保険料 40,000 40,000

　　     　委託費 910,000 910,000

　　     　雑費 120,000 120,000

  　　　経常費用計 8,450,000 436,170,000 1,557,170,000 1,993,340,000 8,490,000 2,010,280,000

  　　　当期経常増減額 ▲ 8,450,000 1,640,400 4,095,300 5,735,700 3,411,300 697,000

２．経常外増減の部

（１）経常外収益

        経常外収益計 0 0 0 0 0 0

（２）経常外費用

        経常外費用計 0 0 0 0 0 0

        当期経常外増減額 0 0 0 0 0 0

　　他会計振替額

当期一般正味財産増減額 ▲ 8,450,000 1,640,400 4,095,300 5,735,700 3,411,300 697,000

　　一般正味財産期首残高 0 62,858,461 323,913,342 386,771,803 417,534,186 804,305,989

　　一般正味財産期末残高 ▲ 8,450,000 64,498,861 328,008,642 392,507,503 420,945,486 805,002,989

Ⅱ　指定正味財産増減の部

　　指定正味財産増減額 0 0 0 0 0 0

　　指定正味財産期首残高 0 0 0 0 0 0

　　指定正味財産期末残高 0 0 0 0 0 0

Ⅲ　正味財産期末残高 ▲ 8,450,000 64,498,861 328,008,642 392,507,503 420,945,486 805,002,989

科　　　目

実施事業等

会　　　計 法人会計 合　　　計

 ５


